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研究成果の概要（和文）： 
 ソーシャル・キャピタルが合理的な諸主体の行動にどのように影響し，まちづくり活動
を活性化させるのかを明らかにし，まちづくり活動を促進するための政策的指針を得るこ
とを目標とした．温泉観光地のまちづくりに関する社会調査データの分析の結果，(1)まち
づくり活動を促進するためにはソーシャル・キャピタルが不可欠であるが，(2)それは個々
の行為者の合理性から自然に生成することはなく，(3)それを生み出すためには何らかの人
為的・政策的な介入が不可欠であることが明らかになった． 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
The research aimed to clarify how social capital affected the actions of rational actors 
to activate community development, and to get policies to promote community 
development activities. The findings from analyses of social survey data on tourist 
destination development of spa were (1) social capital was essential to promote 
community development activities, but (2) it was never generated from rational actions 
of individual actors, so (3) some artificial or political intervention is necessary to 
generate social capital. 
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１．研究開始当初の背景 
 財政難による行政活動の縮小等にともな
って，地域住民をはじめとする当事者による，
自発的なまちづくり活動の重要性が高まっ
ている．まちづくり活動には，商店街や観光
地の活性化，コミュニティにおける防犯のた
めの見回り活動などさまざまな類型がある
が，いずれにおいても活動の成否を決める重
要なカギは当事者の積極的な参加である． 
 しかし，これらの活動には時間や手間とい
ったコストがかかる一方で，その成果は活動
に参加しなかった人でも等しく享受できる
ため，合理的な個人や組織であれば自発的に
は参加しないことが予想される（社会的ジレ
ンマ）． 
 こうした問題を克服し，まちづくり活動へ
の積極的参加を促す要因として近年注目さ
れているのが，ソーシャル・キャピタル（社
会関係資本）である． 
 ソーシャル・キャピタルとは，ある地域の
人びとの間に存在するネットワークや信頼
や互酬性の規範のことで，P. Bourdieu(1979)，
J. Coleman(1988)，R. Putnam(1993, 2000)
らによって提唱された． 
 最近の国内の計量研究においては，地域に
おけるソーシャル・キャピタルの蓄積がまち
づくり活動への住民の積極的参加と連関す
ることが実証されつつある（内閣府国民生活
局 2003，長谷川 2005 等）．しかし，なぜソ
ーシャル・キャピタルが住民の積極参加を促
進するのか，そしてソーシャル・キャピタル
はどのようにして形成されるのかという具
体的なメカニズムについては，理論的にも実
証的にもまだ解明されていない． 
 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では，地域におけるソーシャ
ル・キャピタルの蓄積が合理的な当事者の行
動にどのように影響し，結果としてまちづく
り活動の活性化という効果をもたらすのか，
を明らかにすることを目標とする．それによ
り，まちづくり活動を促進するための政策的
指針を得ることが期待される． 
 
 
３．研究の方法 
 本研究では，まちづくり活動とソーシャ
ル・キャピタルとの関係について，2つの社
会調査を実施し，以前の科研で実施していた
調査データと合わせて分析した． 
 具体的には，まちづくり活動にはさまざま
な種類があることを踏まえ，活動の種類と想

定する当事者の範囲が異なる3つの事例につ
いて社会調査データを分析した． 
 
(0) 温泉地の観光まちづくりに関する調査
【以下「温泉調査」】 
 これは研究代表者が以前参画した科研プ
ロジェクトにおいて中心的にたずさわった
調査であり，温泉地における旅館経営や観光
まちづくりについての，日本で初めての本格
的な計量的社会調査である． 
 長野・山形・群馬・新潟の 4県において旅
館組合に加盟する旅館数が 10軒以上のすべ
ての温泉地を対象に，旅館に対する調査と旅
館組合に対する調査を同時に実施した． 
 計画標本の大きさは，旅館調査が1,515軒，
旅館組合調査が 56温泉地である．有効回収
数（率）は，旅館調査が 779 軒（51.4%），旅
館組合調査が 51 温泉地（91.1%）であった．
中央調査社に委託して郵送方式で実施した． 
 
(1) 米沢市三沢地区の観光まちづくりに関
する住民調査【以下「三沢調査」】 
 温泉調査において観光関係者の実態や意
識について調査したことを発展させる形で，
山形県の小野川温泉という特定の事例につ
いて，観光関係者を含む地域住民すべてを対
象とした質問紙調査を2008年度に実施した． 
 具体的には山形県米沢市三沢地区で無作
為抽出した住民を対象に，小野川温泉を中心
とする三沢地区の（観光）まちづくりのあり
方についての意識や生活実態を尋ねた．  
 計画標本の大きさは 350 名，有効回収数は
289 名，有効回収率は82.6%であった．訪問
留置方式で実施した． 
 なお，この調査の結果は図書②，③として
公表し，調査対象者や関係者や公共の図書館
等に配布した． 
 
(2) 山形県民の地域参加に関する調査【以下
「山形県民調査」】 
 三沢調査をさらに発展させる形で，山形県
に居住する一般住民を対象に，まちづくりの
前提となる地域参加や地域愛着に関する質
問紙調査を 2009 年度に実施した． 
 計画標本の大きさは 599 名，有効回収数は
415 名，有効回収率は69.3%であった．郵送
方式で実施した． 
 なお，この調査の結果は図書①として公表
し，調査対象者や関係者や公共の図書館等に
配布した． 
 
 
 



４．研究成果 
(1) 2007 年度 
 温泉地の観光まちづくりに関する比較調
査データ（＝温泉調査）の計量的分析を通じ
て，どのような種類のソーシャル・キャピタ
ル（社会ネットワーク）がどのような場面で
効果をもつかを検討した． 
 主な知見はつぎの 2 点である．① 橋渡し
型（bridging）もしくは仲介型のソーシャ
ル・キャピタルは個々の企業の業績達成には
有意な正の効果をもつが，温泉地全体として
のまちづくり活動の水準には有意な効果を
もたない．② 結束型（bonding）もしくは閉
鎖型のソーシャル・キャピタルは個々の企業
の業績達成には有意な効果をもたないが，温
泉地全体としてのまちづくり活動の水準に
は有意な正の効果をもつ． 
 これにより，マクロな連関構造としては結
束型ソーシャル・キャピタルが特にまちづく
り活動を促すことが改めて確認されたとい
える．これらの研究成果は論文および学会報
告によって公表した． 
 
(2) 2008 年度 
 温泉観光地のまちづくりに関する比較調
査データの計量的分析を引き続きおこなっ
た． 
 重要な着眼点は，温泉観光地のまちづくり
を，静態的な事例比較として分析するのでは
なく，時間の経過とともに進展していくプロ
セスとしてダイナミックに把握し直したこ
とである．具体的には，調査結果の得られた
51の温泉地を，まちづくりのための独自計画
の有無等によって，① 何も活動が行われて
いない段階，② 活動が始まった段階，③ 活
動が成熟しある程度の成果が見え始めた段
階，の 3つに分けた． 
 質的比較分析の結果，①から②への移行に
は結束型の，②から③への移行には橋渡し型
のソーシャル・キャピタルが，それぞれ効果
を持つことが明らかになった．これは，温泉
地の観光まちづくりがたどるつぎのような
ストーリーとして解釈することができる．
「結束型のソーシャル・キャピタル，つまり
内部での緊密なコミュニケーションが欠け
るために，協調して独自計画を策定するよう
な取り組みができなかった温泉地（段階①）
が，結束型資本が生成されたことによって独
自計画の策定を開始した（段階②）．これに
橋渡し型のソーシャル・キャピタル，つまり
外部の専門家との連携が加わったことによ
り，独自計画は完成に至った（段階③）」． 
 このことの理論的・実践的な含意は，まち
づくり活動においてこれら2つの類型のソー
シャル・キャピタルが，どちらかだけが重要
ということではなく，段階に応じて相互に補
い合いながらともに有用性を持つ，というこ

とである．これらの研究成果は，雑誌論文や
国内外の学会等において発表した． 
 またこの年度に実施した三沢調査からは，
観光関係者と一般住民では観光や地域づく
りへの意識や価値観が有意に異なり，その一
部分が居住歴の差（大学進学等で一旦地域外
に出る経験をしているかどうか）とそれによ
るネットワークの差によって説明できるこ
とが明らかになった． 
 
(3) 2009 年度 
 研究期間を通じて取り組んできた温泉観
光地のまちづくりに関する比較調査データ
の計量的分析を完成させ，理論的・実践的結
論を導出することに成功した． 
 具体的には，研究全体の目標であった，①
地域におけるソーシャル・キャピタルの蓄積
が合理的な当事者の行動にどのように影響
し，結果としてまちづくり活動の活性化とい
う効果をもたらすのか，という問題と，②ま
ちづくり活動を促進するための，すなわちソ
ーシャル・キャピタルを醸成するための政策
的指針を得る，という 2 つの課題に答えるた
めに，前年度に明らかにしたまちづくりの発
展段階とソーシャル・キャピタルとの対応関
係をもとに，①「行為者は地域にすでに存在
するソーシャル・キャピタルを利用して合理
的な行為をおこなっている」という仮説と，
②「行為者の合理的な行為の蓄積として地域
のソーシャル・キャピタルが生成される」と
いう仮説のどちらがよりデータによって支
持されるかを検討した． 
 その結果，前者の仮説が妥当であることが
一貫して確認された． 
 ここから導かれる実践的な含意は，まちづ
くり活動を促進するためにはソーシャル・キ
ャピタルが不可欠であるが，そのソーシャ
ル・キャピタルは個々の行為者の合理性から
自然に生じてくることはないこと，したがっ
てそれを生み出すためには何らかの形での
人為的・政策的な介入が不可欠であることで
ある．この研究成果は査読付き雑誌論文で公
表するとともに，研究期間終了後の国際学会
でも発表する予定である． 
 またこの年度に実施した山形県民調査の
結果は現在継続して分析中であるが，都市部
（人口集中地区）とそれ以外で地域参加や地
域愛着のあり方に差があり，その一部分がや
はり居住歴の差によって説明できることが
明らかになった． 
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